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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 

 

当社は、2021年 12月21日に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、その内容につ

いて開示しております。 

2022 年 12 月末時点における計画の進捗状況等について下記のとおり作成しましたので、お知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間  

当社の2022年 12月末時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況はその推移を含め、以下の通

りとなっており、１日平均売買代金については基準を満たしました。 

また、流通株式時価総額については９月末時点において当社算出の結果、基準を満たしていることを確認し

ました。正式な東京証券取引所の審査は2023年３月末を基準として行われます。上場維持基準を満たすため

に、引き続き取り組みを進めてまいります。 

 
流通株式数 

流通株式 
時価総額 

流通株式 
比率 

１日平均 
売買代金 

当社の 
適合状況 
及び推移 

2021年６月末時点 
（移行基準日）※１ 

161,223単位 74.1億円 47.3% 0.17億円 

2022年９月末時点 
160,600単位 

※２ 
107.9 億円 ※３ 47.2% 0.57億円 ※４ 

2022年 12月末時点 
（基準日） 

- - - 0.57億円 ※５ 

プライム市場上場維持基準 20000単位 100億円 35.0% 0.20億円 

適合状況及び 
当初の計画に記載した計画期間 

- 2025年３月末 - 2025年３月末 

※１ 上記の適合状況は、東京証券取引所が移行基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況をもとに

算出を行ったものです。 

※２ 流通株式数は当社の算出に基づくものです。 

※３ 流通株式時価総額は、流通株式数に日々の株価最終価格の平均値を乗じて算出しており、2022年９月末

日以前３か月間（2022年７月１日～2022年９月30日）の日々の最終価格の平均値は672円であります。 

※４ １日平均売買代金は、日本取引所グループのウェブサイトにおいて公表している月間相場表（株式相場

表）のうち、2022年１月～2022年９月までの９か月間におけるToSTNeT売買代金控除後の売買代金を、東京

証券取引所の営業日数で除して算出しております。 

※５ １日平均売買代金は、東京証券取引所からの審査結果の通知をもとに記載しております。 

 

 



 

 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価 

【基本方針】 

 当社はプライム市場の上場維持基準適合に向けて、2021年 12月 21日公表の「新市場区分の上場維持基

準の適合に向けた計画書（以下、上場維持計画書）」及び2022年２月10日公表の「中期経営計画GGP24

（GLOBAL GROWTH PLAN 2024）」に則り、2030年の事業ポートフォリオ確立に向けた実効的な戦略の加速を

基本方針に掲げ、投資家の皆様の期待である資本コストを安定的に上回る資本収益性を創出するための企業

活動を展開しております。 

  

【流通株式時価総額】について 

 当社は時価総額を向上させるために「収益性の改善」と「BSマネジメントの推進」が重要であると考えて

おります。各種の取り組み及び2023年３月期の評価は以下になります。 

 

（１）「収益性の改善」の取り組み及び2023年３月期の評価 

「EV 等電動化関連成長事業」は電動車ニーズに応えるべく「バスバー」「シャントバスバー」の量産拡大を

掲げております。2023年３月期「バスバー」は国内自動車メーカー2社に当社新規品が採用され、「シャントバ

スバー」は北米向けEV車用量産が拡大するなど好調に推移しました。 

「電子情報通信関連成長事業」は顧客需要への対応に向けた設備投資継続と生産効率向上を掲げており、資

本業務提携した株式会社アイメス社との協業により生産性改善を強力に進めております。2023年３月期は米国

を中心とした景気後退懸念の影響により、一時的に受注減となったものの、データセンター向けニアライン大

容量ハードディスクドライブ（HDD）の高い需要は継続しており、景気回復に合わせて大幅に業績が伸長するも

のと考えております。 

「自動車関連既存事業」は製品別に市場成長性と収益性を検証し、産業構造の変化に対応し収益力の改善を

行っている段階でおります。 

（２）「BSマネジメントの推進」の取り組み及び2023年３月期の評価 

ROE9.0%を超過するまでは配当性向 75%を維持し、自己資本の積み増しを抑制することを掲げております。

投資戦略は資本収益性を意識し事業ポートフォリオ改革を遂行し、中期経営計画の３年間で約160億円の設

備投資・戦略的投資を計画しております。2023年３月期は配当性向75%の方針のもと１株当たり25円（前期

は20円）の予想としております。投資戦略は株式会社アイメス社の資本業務提携等、計画通りに推移してお

ります。 

 

上記の取り組みが奏功し、2022 年９月 30 日時点において当社の算出した流通株式数に、その直近３か月

間（2022年７月１日～2022年９月30日）の日々の最終価格の平均値を乗じて算出した流通株式時価総額は

100 億円を達成しております。流通株式時価総額の算定期間である事業年度の末日以前３か月間の平均値に

おいても達成できるように、取り組みを推進してまいります。 

 

【売買代金】について 

当社は2021年 12月21日公表の「上場維持計画書」において、過去の当社実績から売買代金と時価総額に

は相関関係があると分析しており、時価総額を継続的に向上させることで、売買代金は増加していくものと

考えております。先述の取り組みを実行したことで、株価は順調に推移したことから、売買代金上場維持基

準を達成致しました。 

安定した売買を確保するための取り組みとしては、当社認知度の向上を図るために証券会社アナリスト及

び機関投資家向け説明会を年２回実施しております。「上場維持計画書」公表後は、当社製品や事業展開に関

する積極的なPRを行い、個人投資家向けに年２回の説明会、動画サイトに当社会社案内等の掲載を実施致し

ました。また、海外機関投資家向けに決算説明会資料の英訳を実施致しました。 

 

今後も各種取り組みを推進し、中長期的な成長と企業価値の向上を図ってまいります。 

以上 


